短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）就業規則作成マニュアル

第２章：採用及び労働条件

（採用）

第4条  会社は、短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）の採用に当たっては、就職希望者のうちから選考して採用する。

（労働契約の期間）

第5条  会社は、労働契約の締結に当たって期間の定めをする場合には、１年の範囲内で、契約時に本人の希望を考慮のうえ各人別に決定し、別紙の雇入通知書で示すものとする。ただし、必要に応じて契約を更新することができるものとする。

２  会社は、期間の定めのある労働契約の更新により１年を超えて引き続き短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）を使用するに至った場合に、当該労働契約を更新しないときは、少なくとも３０日前に更新しない旨を本人に対して予告するものとする。

３  採用に日から○○間は、試用期間とする。

（労働条件の明示）

第6条  会社は、短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）の採用に際しては、別紙の雇入通知書及びこの規則の写しを交付して採用時の労働条件を明示するものとする。

◆解 説◆

  企業には「採用の自由」があります。私的な企業である以上、企業にとって好ましい人物を採用することは当然の事です。このようなことから、企業は採用に当たっては公的な基準や社会一般の基準による人物判断を強制される事はありません。採用の自由は、憲法でもその根拠が認められているわけです。

  ただし、だからといってなんでもかんでも自由ではありません。法令などの制限を受ける場合があります。それは次の３つです。

①男女雇用機会均等法による均等な機会の付与

  採用や募集については、男女における機会を均等にしなければなりません。例えば「男子営業社員」とか「女子事務員」などの募集広告はしてはならないのです。法令に抵触してしまいます。

②障害者雇用促進法による雇用率

  企業には一定の割合で障害者を雇用する義務があります。通常、民間の企業では、全従業員の１．８％以上とされています。この障害者の雇用率については義務規定であり、この範囲については企業の採用の自由は認められません。

③同和問題等についての行政的な指導

  主として公共職業安定所を通じ、詳細かつ強力な指導がなされている場合はそれには従わなくてはなりません。

以上は正規社員や短時間労働者（パートタイム労働者）との間に差はないのです。
次に試用期間について。

試用期間とは、簡単に言えば「使用者と労働者のお見合い」期間のことです。もし気に入らなければ、お断りすることが出来る期間です。労基法的に言えば「解約権留保付の労働契約関係の期間」ということになります。

 ここでは２ヵ月としていますが、１年以内であれば基本的に何ｶ月でもかまわないようです。

  さて、お見合いの例から考えても、「しばらく（試用期間？）お付合いをしてから…」と言いながら、お互い気に入ったので「一気にゴールイン！」と言う事があります。企業でも、あらかじめ「試用期間２ヵ月」としていても、試用期間内に本採用することはよくあることです。これは問題ありません。

  しかし、「試用期間」を経ても「まだよくわからない」ということも考えられます。この場合はどうするのか？「本採用というのもなんだし、だからといってこのままずるずるというのも…」と言う場合です。

  この場合は、試用期間の延長ということで、対応することになります。モデルでは、試用期間の短縮や延長については記載されていません。特に延長の可能性がある場合、延長についても触れておくことが必要でしょう。

  ただし、この場合、例えば「２ヵ月間の延長」と言った具合に、具体的な期間を明記しておかなければなりません。

  次に試用期間の終了後に本採用の拒否をする場合、もしくは試用期間の途中で解雇する場合についてお話しします。

  「解雇」ということを聞いて、不思議に感じておられる方も、いると思います。通常、試用期間にやめてもらう場合、「解雇」と言う認識があまりないようです。通常の解雇手続きが必要だと知っている方は意外と少ないのです。

  試用期間の途中であったとしても、使用者側から労働契約を終了するわけですから「解雇」ということになります。

ということで、試用期間の終了時に本採用の拒否をするということについては「解雇」ということになり、「解雇の予告手当て」が必要です。ただし、１４日以内であれば予告手当は必要ありません。なぜなら、労基法上の試用期間は１４日間となっており、この期間中なら予告手当の必要がないとされているからです。正規社員と合わせて、このことは短時間労働者（パートタイム労働者）にも適用されます。

  また、ただやみくもに本採用拒否ということは認められません。本採用拒否の理由が必要です。

  本採用拒否というのは、「適格性がないゆえの解雇」ということになり、例えば次のようなことが理由として挙げられるでしょう。

①勤怠状況

②勤務態度

③業務能力

④経歴の詐称

⑤重要書類等の不提出

⑥健康状態

  その他、急な業績の悪化等により、契約を維持できなくなる事なども考えられます。

  このように、通常の解雇とは違った、やや広い範囲の理由となりますので、解雇理由と区別するためにも、ここで本採用拒否の理由を明記しておくことも一つの方法です。

続いて「労働条件の明示」についてです。

  使用者は採用時に労働者に対して主要な労働条件を書面で明示しなければいけません。労働者にとって見れば、どのような条件の下で働く事になるかは大変重要な事だからです。当然知る権利があります。

  従来、書面での明示は、

賃金の決定・計算・支払方法・締切・支払時期

に限定されていましたが、労基法の改正により次の項目が追加されました。

①労働契約の期間

②就業の場所及び従事する業務

③始業及び就業時間・残業の有無

④休憩時間・休日・休暇

⑤退職に関する事項

  ここでは「書面による交付」と記載されています。この意味は２つあります。一つは労働協約や就業規則を交付すること、二つ目は労働契約書を締結することです。

  労基法改正前は、必ずしも「労働契約書」の締結は必要ではありませんでした。例えば「労働条件通知書」なるものに、賃金の決定・計算・支払方法・締切・支払時期等について記載し、労働者に交付することで足りたのです。しかし、労基法改正後の現在ではそうはいきません。労働協約や労働契約書、そして、就業規則を交付することが必要です。

  明示された労働条件が実際と違う場合、労働者は即時に労働契約を解除する事が出来るのです。この場合、仮に地方の方で採用後１４日以内であれば、帰郷に関する旅費等を使用者が負担する事になります。

  採用後に「労働条件が何となく違う…」ということはよくあるこことで、「言った言わない」を避けるためにも書面での交付は重要です。






















PAGE  
4
Copy right © C&A Co. Ltd

